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要       旨 

 

１ 作成の背景 

高齢社会の到来は社会全体に医療費増大による財政圧迫を招き、健康寿命の延伸の困難さ

が問題として浮上している。元より我が国の医療関連産業の育成が不十分であることに起因

する貿易収支の不均衡の解消は、喫緊の課題として認識されて久しいが、全世界で展開され

る技術革新を基にした熾烈な医療産業分野での国際競争のただ中にあって、医療分野での基

盤科学技術の革新性は、国家の将来設計の根幹に関わる問題である。医療分野を支える科学

技術の中でも、医薬品開発における薬物送達用担体、埋植型医療機器・デバイス開発におけ

る生体適合性材料、再生医療システム開発における細胞担体材料等、最終的にシステムとし

ての機能発現の鍵を握るのは基盤となる生体材料（バイオマテリアル）そのものの特性であ

る。すなわち、バイオマテリアルの革新性は、最終製品に国際競争力をもたらす源泉となる

ものであり、バイオマテリアル研究を育成・発展させることは国策上の最重要課題の一つで

ある。我が国が当該分野で学術的に世界を先導していくには、国際的視野にたって従来から

の問題点や先進性の理念を共有しつつ本構想を実施することが不可欠である。 
そこで、前回の提言「医療を支えるバイオマテリアル研究に関する提言」発出からほぼ５

年が経過した今、30 年後の医療を支える基盤学術として必要な「バイオマテリアル界面科

学」に関して、日本学術会議法第五条各号に掲げる事項に関して、バイオマテリアル分科会

でまとめた内容を「報告」として発出するものである。 
 

２ 報告の内容 

今後 30年間に起こる技術革新によって、医療の目的は傷病の克服に加えて、「生きがいを

より長く持ち楽しく全うするための医療」に関心が集まると考えられる。この新たに期待さ

れる医療は、人間の「生きがい」を維持するために必須であり、これを実現するには、時空

間を超越したバーチャルホスピタルによる傷病診断・治療、在宅治療、人工臓器・遺伝子治

療など、分子から臓器までを生体の仕組みの理解に基づいて完全に再生する技術が必要とな

る。 
医療機器、人工臓器、人工器官などを構成する固体材料（ハードマテリアル）及び生体機

能ゲルや薬物送達システム（DDS）の担体を構成する超分子などのソフトマテリアルの生体

適合性と生体機能性（組織形成能、抗菌性、抗血栓性など）は、材料表面と生物相間の界面

反応の結果として発現する。すなわち、バイオマテリアルの性能を支配する生体適合性や生

体機能性は、材料自体の表面と生体組織との物理化学・生化学反応によって支配される。そ

の機構解明は連続的に機能する生体機能界面の創製につながるが、これまでは反応の結果現

れる現象（分子吸着、タンパク質吸着、細胞接着、細菌付着、免疫反応、組織形成、炎症反

応など）を個別に解析するのみで、分子レベルから細胞・組織レベルまでを包含した界面反

応を統一的・体系的に理解し、その制御指針を構築しようとする学術研究は存在しなかった。

本報告では、これら一連の学術研究を「バイオマテリアル界面科学」と定義する。バイオマ
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テリアルによって構成される医療機器・人工臓器などのうち、体内に埋植して使用されるも

のをインプラントと呼び、医療機器・人工臓器の中でも重要な地位を占める。その成否は、

感染・炎症を抑えて生体組織に長期間安定に固定されるかに掛かっており、本報告の主題で

あるバイオマテリアルと生体組織との界面反応が重要な因子となる。 

バイオマテリアルと生体組織との界面反応については、近年になって感染・炎症によるイ

ンプラントのゆるみ・脱落についての臨床的データが集積してきた。また、マクロファージ

による炎症と組織再生との関係も明らかになりつつある。更に、材料の表面形態への組織の

侵入、マイクロチャンネル、組織の機能発揮に関する研究が進展し、一方で、コンピュータ

の計算能力向上により材料－生体界面反応のシミュレーションが可能になってきた。このよ

うな状況は、界面現象を分子レベルで新たに捉え直し、空間的階層性、時間的階層性を明確

にした理論構築のための好機である。この機会を逃さずに材料－生体界面で起こる現象を統

一的に理解する新たな学術領域を立ち上げなければ、材料－生体界面反応の全体像を科学的

理論に基づいて理解できない状態が続くことになる。前述のような「生きがいをより長く持

ち楽しく全うするための医療」を 30 年後に実現するための基盤学術として「バイオマテリ

アル界面科学」の構築は必須である。 
本報告では、「バイオマテリアル界面科学」を、界面反応データの収集と蓄積により界面

現象にアプローチする「バイオマテリアル DX」、材料相と生物相との界面現象をナノメート

ルからミリメートルのレベルの空間的階層性をもって、またミリ秒から年の時間的階層性を

もって解明する「材料－生体反応科学」、これらと並行して生体適合表面・生体機能表面を

デザインする「表面創出科学」について、これらの研究を深化させ、統合するための方策、

必要性、意義についてまとめる。さらに、「表面創出科学」については、分子と固体とでは

取扱いが大きく異なるため、分子科学を中心としてソフトマテリアルを扱う「分子科学表面

機能創出」及び固体材料を中心としてハードマテリアルを扱う「固体表面機能創出」に分け

て考える。 
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１ 報告の作成にあたって  
本報告は、日本学術会議第三部材料工学委員会バイオマテリアル分科会から発出するも

のであり、バイオマテリアル研究者グループの具体的検討結果をまとめたものである。バ

イオマテリアル分科会では、これまでにほぼ毎月の分科会幹事会を開催して、本報告の内

容を吟味するとともに、６回に及ぶ分科会を開催して、その内容について議論を重ねてき

た。また、2022 年７月には生体医工学分科会と合同で、「医工学シンポジウム 2022（我が

国の医工学－現在と未来－）[1]」を開催し、本報告において重要な医工連携における教

育と人材育成、産学連携、関連学協会での活動、ダイバーシティーについて討論を行った。

これまでにも当分科会において、日本学術会議の策定する「学術の大型研究計画に関する

マスタープラン」への提案については協議してきており、第 24 期のマスタープラン 2020

にも、当分科会が中心となって提案した学術大型研究計画「バイオマテリアル国際先導研

究拠点の構築[2]」が掲載されている。一方、バイオマテリアルに関する我が国唯一の学

術団体である日本バイオマテリアル学会も、我が国の科学技術基本計画および国策に沿っ

て、当分科会からの提言の発出やマスタープランへの提案に協力してきた。 
日本学術会議 25 期の材料工学委員会では、「未来の学術振興構想」の策定に向けた「学

術の中長期研究戦略」への提案及び提言などの意思の表出を前提として、24期に続いてバ

イオマテリアル分科会を設置した。同分科会構成員の本務は、東京大学、東京医科歯科大

学、東京工業大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、九州大学、東京理科大学、国立研究

開発法人産業技術総合研究所（経済産業省）、国立循環器病研究センター（厚生労働省）、

ナノ医療イノベーションセンター（公益財団法人川崎市産業振興財団）である。分科会幹

事は機械工学委員会・電気電子工学委員会の生体医工学分科会委員を兼ね、構成委員は材

料工学委員会からのみならず、基礎医学委員会、歯学委員会、化学委員会からも選出され、

現及び元日本バイオマテリアル学会会長、同理事、現及び元日本歯科理工学会理事長、現

日本金属学会会長、前及び元高分子学会会長、前再生医療学会会長、現及び元日本 DDS 学

会会長、現日本セラミック協会理事など多分野の人材で構成されている。本報告は、これ

らの分科会構成委員が本務である所属機関、所属委員会、所属学協会での職責に基づいて

議論した内容をまとめたものである。分科会では、バイオマテリアルによって構成される

医療機器・人工臓器の成否を支配する「バイオマテリアル界面科学」が学術的最重要課題

であると結論し、議論を進めた。したがって、本報告の内容は、関連する学術会議の委員

会及び分科会、関連学会、研究機関におけるバイオマテリアル関連科学者コミュニティに

広く受け入れられると考えられる。 
前回の提言「医療を支えるバイオマテリアル研究に関する提言[3]」発出からほぼ５年

が経過した今、30年後の医療を支える基盤学術として必要な「バイオマテリアル界面科学」

に関して、日本学術会議法[4]第五条各号に掲げる事項に関して、バイオマテリアル分科

会でまとめた内容を「報告」として発出するものである。 
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２ 背景 

(1) 30年後の医療 

我が国では、今後 30 年の間に、リニア新幹線、高速度光伝送バックボーン（情報ネ

ットワーク・宇宙利用）、デジタル官公庁・政府、ドローン物流、自動運転（交通事故

フリー、空飛ぶタクシー、渋滞フリー）、長期間保存食品（フードロスの解消、家事の

軽減）、自然循環エネルギー（クリーン社会）などの距離、時間、コミュニケーション

の障壁を打破する技術が実現し、人が自由に利用できる時間が増加することが、内閣

府「ムーンショット型研究開発制度の基本的考え方について」[5]、令和２年版科学技

術白書[6]、科学技術・学術政策研究所「2050 年の未来につなぐｸﾛｰｽﾞｱｯﾌﾟ科学技術領域」

[7]、三菱総合研究所「未来社会構想2050」[8]に示されている。これらの結果、バーチ

ャル世界旅行（グルメ・観光）、三次元（3D）高精細映像（五感刺激）など生活の楽し

み方が大きく変化し、自然との共生を目指して地域格差はなくなり都市生活からの脱

却が起こる。また、タイムラグなしに可能な超高速翻訳技術やデータベース（DB）ア

クセス技術によって、人間性を豊かにする感性を楽しむ生活が可能になる。このよう

な人生の楽しみ方の変化に応じて、情報を教える教育から価値を創造する教育へ、そ

の重要性がますます高まる。 

医療においても、病気や怪我の克服による生きるための医療、所謂健康寿命の延伸

に加えて、生きることを楽しむための医療に関心が集まり、医療の価値観に変化が起

こる。生きることを楽しむための医療によって各自が生きがいを持てるような、食べ

る（歯科・消化器）、動く（運動器・脊椎）、見る・聞く（感覚器）、考える（脳）、整

える（形成・歯科）、生きる・種の保存（呼吸器・循環器・泌尿器・生殖器）などにお

いて、不治の病をなくし、ストレス障害をなくすことが求められるようになる。 

このヒューマンフレンドリーな社会の実現に向けては、革新的医療機器・技術の創

出が必要となる。具体的事例としては、時空間を超越して安心して医療を受けられる

バーチャルホスピタルによる傷病の診断・治療（早期診断、在宅治療、人に優しいバ

イオマテリアル、24 時間体内情報モニター技術、医療 DB による確定診断と治療支援技

術、ロボット介護）、在宅治療（治療支援技術・無痛治療）、人工臓器・組織・器官

（生体と同様に機能する医療機器・自己修復する組織・カスタムメイド医療機器）、遺

伝子治療・標的治療（体内病院（ナノ粒子治療・予防）・核酸医薬による治療の普及・

汎用化・難病克服）、遺伝子などの生体分子から臓器まで一連の生体の仕組みの理解に

基づいて完全に再生する技術などが挙げられる。また、未来の薬には、効果が大きく、

副作用なく、誰でも、どこでも、いつでも投薬できるものが要求される。その実現の

ためには、薬物を安定に保持する材料、薬剤に皮膚を透過させる技術とその薬物を患

部まで届ける技術（薬物送達システム（DDS））などが必要となる。未来の人工心臓で

は、最小限の手術、患者の行動の自由（社会参加・スポーツ）、感染の低減が求められ、

これを実現するために、一生涯体内で使用可能な生体親和性材料、超高効率な体内駆

動型モーター、生体反応を利用した内部バッテリー、生体外部からの安全で高効率の
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エネルギー供給法、生体環境の精度の高いモニタリングシステムが必要となる。既存

医療技術の高度化としては、体内病院（ナノ粒子、血管内・消化管内自走式ロボット

など）、貼るだけ注射、脳神経再生技術、生体とともに成長する材料、アレルギーの克

服、体内埋込型人工臓器の高機能化（一生涯電力を供給できる電池システム、超小型

極低消費電力モーターなど）、非侵襲的な診断・治療法（光、超音波、音響などの利用）

などが挙げられる。 
 

(2) バイオマテリアルとその界面科学に関連する学術的な状況と課題 

医療機器、人工臓器、人工器官などを構成する固体材料（ハードマテリアル）及び

生体機能ゲルや DDS担体（キャリア）を構成する超分子などのソフトマテリアルの生体

適合性と生体機能性（組織形成能、抗菌性、抗血栓性など）は、材料表面と生物相間

の界面反応の結果として発現する。すなわち、バイオマテリアルの性能を支配する生

体適合性や生体機能性は、材料自体の表面と生体組織との物理化学・生化学反応によ

って支配される。その機構解明は連続的に機能する生体機能界面の創製につながるが、

これまでは反応の結果現れる現象（分子吸着、タンパク質吸着、細胞接着、細菌付着、

免疫反応、組織形成、炎症反応など）を個別に解析するのみで、分子レベルから細

胞・組織レベルまでを包含した界面反応を統一的・体系的に理解し、その制御指針を

構築しようとする学術研究は存在しなかった。本報告では、これら一連の学術研究を

「バイオマテリアル界面科学」と定義する。バイオマテリアルによって構成される医

療機器・人工臓器などのうち、体内に埋植して使用されるものをインプラントと呼び、

医療機器・人工臓器の中でも重要な地位を占める。その成否は、感染・炎症を抑えて

生体組織に長期間安定に固定されるかに掛かっており、本報告の主題であるバイオマ

テリアルと生体組織との界面反応が重要な因子となる。 
生体材料及びそれによって構成される医療デバイス・人工臓器（歯科インプラント、

人工骨、人工血管など）が体内に埋植されると体液と接触し、水分子、成分電解質イ

オン、タンパク質等の吸着が起こり、その後細胞が接着して生体組織が形成されてい

く（図１）。この一連のプロセスを阻害せずに材料自身がその性能を発揮する性質を

「生体適合性」と定義してきた。このプロセスでは、材料の存在及びその微量溶解に

よる物質的・電気化学的なシグナルが生体に伝達され、それよって生体側の材料に対

する反応が規定される。生体適合性の発現機構を解明しようとする基礎的研究は一時

期活発に行われたものの、生命現象の複雑さ故の困難・行き詰まりによって中断され、

多くの研究が臨床応用への即時的成果がアピールできる表面処理技術開発へ移行して

いった。つまり、現在でも材料表面と生体組織との界面反応は不明な部分が多く、脆

弱な科学的基盤の上で語られているに過ぎない。更に材料—細胞・組織界面は体液の流

動（血管、リンパ管内）、高圧状態や反復的な剪断応力（関節、咀嚼時の歯根）など特

殊な環境であることが多く、材料が起点となるシグナル伝達の視点から議論できてい

ない。加えて、一連のプロセスとして理解すべき上記の現象は個別に研究されており、

統一的理論の構築は進んでいない。 
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一方、近年になって感染・炎症によるインプラントのゆるみ・脱落についての臨床

的データが集積してきた。また、マクロファージによる炎症と組織再生との関係も明

らかになりつつある。更に、材料の表面形態への組織の侵入、マイクロチャンネル、

組織の機能発揮に関する研究が進展してきた。また、コンピュータの計算能力向上に

より固体－生体界面反応のシミュレーションが可能になってきた。このような状況は、

界面現象を分子レベルで新たに捉え直し、空間的階層性、時間的階層性を明確にした

理論構築のための好機である。この機会を逃さずに材料－生体界面で起こる現象を統

一的に理解する新たな学術領域を立ち上げなければ、材料－生体界面反応の全体像を

科学的理論に基づいて理解できない状態が続くことになる。前述のような「生きがい

をより長く持ち楽しく全うするための医療」を 30 年後に実現するための基盤学術とし

て「バイオマテリアル界面科学」の構築は必須である。 
 

図１ 材料が体内に埋植されたときに起こる現象の概略図 

（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 

 

(3) バイオマテリアル革新による社会貢献 

 高齢社会の到来に起因する健康寿命延伸の必要性と医療費増大による財政圧迫とが、

平成 19 年版厚生労働白書[9]及び財務省「これからの日本のために財政を考える」[10]

に問題提起されている。元より我が国の医療関連産業の育成が不十分であることに起

因する貿易収支の不均衡の解消は、喫緊の課題として認識されて久しい。例えば輸入

超過額は 2016 年において 6,000 億円を超えており、この金額は世界最大である。全世

界で展開される技術革新を基にした熾烈な医療産業分野での国際競争のただ中にあっ

て、医療分野での基盤科学技術の革新性は、国家の将来設計の根幹に関わる問題であ

ることが、令和３年薬事工業生産動態統計年報統計表[11]及び日本貿易振興機構「拡大
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する世界の医療機器貿易」[12]に示されている。医療分野を支える科学技術の中でも、

医薬品開発における DDS用担体、埋植型医療機器・デバイス開発における生体適合性材

料、再生医療システム開発における細胞担体材料等、最終的にシステムとしての機能

発現の鍵を握るのは基盤となるバイオマテリアルそのものの特性である。すなわち、

バイオマテリアルの革新性が最終製品の国際競争力を決定する大きな要因であり、そ

の共通認識のもとで我が国の研究者が挙国一致して基幹科学技術であるバイオマテリ

アル研究を育成・発展させることは、材料工学分野における国策上の最重要課題の一

つである。このような医療産業振興のための体制は，米国において NIHと FDAが強力な

連携をとる「研究開発と審査の併走システム」によって実現しており[13]、近年では中

国、韓国においても同様の取り組みが進んでいる。我が国が当該分野で学術的に世界

を先導していくには、単に個々の研究者が研究の自由を標榜して勝手に進めればよい

というレベルの問題ではなく、学際的および国際的視野にたって、従来からの問題点

や先進性の理念を共有しつつ個々の研究として分化発展させることが不可欠である。

本研究分野のコミュニティに参画する若手研究者を育成することは、継続的な国際競

争力ある研究体制の確立と若手人材の研究自立の礎となるものである。また、バイオ

マテリアルは実学であり、その成果が最終的に実社会で活かされてこそ意義が認めら

れる。その観点からは根源的に産学官融合型で推進すべき科学技術であり、材料工学

における主要分野のみならず医学・歯学・薬学さらには産業界との連携やステークホ

ルダーである社会構成員との開かれた社会科学的連携も必要であり、バイオマテリア

ル研究がその中心的役割を果たすことは必至である。 
今後 30 年間に亘り予想される科学技術の革新は著しく、社会生活そのものが大きく

変化すると予想できる。その観点から人の生活を考えると、健康で生きることを楽し

むことが優先され、これに対応した新しい技術の開拓が求められる。これがヒューマ

ンフレンドリー社会の発展の起爆剤として、大きな意味を有する。また、国の財政再

建や税政面からの医療費削減と国民生活面からの健康寿命の延伸は、いずれも不可避

で喫緊な課題である。これまでにも高度な診断システムの簡便化・普及による医療コ

スト削減や人工臓器の小型化による患者負担（手術）の軽減など、財政面でも健康推

進面でも新たな医療技術がもたらす物心両面での恩恵は計り知れないものがあると理

解されている。第６期科学技術・イノベーション基本計画[14]にも謳われている「一人

ひとりの多様な幸せ（well-being）が実現できる社会」実現のためには、こうした科学

技術に裏付けられた価値創造が不可欠であり、なかでもそうした医療システムの機能

を可能にして保証するのは、基盤となる材料であるバイオマテリアルそのものの革新

に他ならない。当該分野での知財を更に蓄え産業界と連携して活用することによって、

医療関連産業の更なる振興と国際競争力の強化をもたらすことが期待される。 

 

(4) バイオマテリアル関連研究者コミュニティ 

我が国のバイオマテリアル研究の中心的学会は、日本バイオマテリアル学会（会員

数 1,236 名；以下同）であり、材料研究を支える基礎系学会として、高分子学会
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（10,000 名）、日本金属学会（3,800 名）、日本セラミックス協会（4,302 名）、日本 MRS

（700 名）、繊維学会（1,600 名）、日本化学会（29,000 名）がある。また、バイオマテ

リアル応用の出口である医療・医療機器の学会として、日本人工臓器学会（3,100 名）、

日本生体医工学会（1,700名）、日本DDS学会（1,100名）、日本再生医療学会（5,500名）、

日本歯科理工学会（1,700 名）、日本医療機器学会（4,800 名）等がある。それぞれの学

会員は、相互に複数の学会に所属し、基礎研究から臨床応用まで幅広い研究コミュニ

ティを構成している。 

我が国のバイオマテリアル研究コミュニティにおいて、大学・研究所などにいくつ

かの研究拠点が存在する。国立大学附置研究所として、東京医科歯科大学生体材料工

学研究所（13 分野）、東北大学金属材料研究所（１分野）、京都大学医生物学研究所

（６分野）、九州大学先導物質化学研究所（３分野）、また私立大学にも東京女子医科

大学先端生命医科学研究所（TWINS）がある。2024 年度中に実施される東京医科歯科大

学と東京工業大学の統合は、当該分野の研究者コミュニティの充実に相乗的効果をも

たらすと期待できる。国立の研究所としては、経済産業省に産業技術総合研究所（５

グループ）、文部科学省に物質・材料研究機構（７グループ）と理化学研究所（４グル

ープ）、厚生労働省に国立循環器病研究センター（４グループ）と国立医薬品食品衛生

研究所（７グループ）がある。最近では、ナノメディシン研究・実用化を推進する

「ナノ医療イノベーションセンター（公益財団法人川崎市産業振興財団）」が川崎市と

文部科学省の補助を受けて設立されている。 

バイオマテリアル、医療機器を取り巻く研究・社会・産業のそれぞれの環境に対応

できる人材養成のためにいくつかの教育組織・教育プログラム設置の取り組みが進め

られている。東京大学バイオエンジニアリング専攻、大阪大学医工連携情報センター、

東北大学 REDEEMプロジェクト及び 21世紀 COEプログラム「バイオナノテクノロジー基

盤未来医工学」、京都大学大学院医学研究科医工情報学連携コース、神戸大学デジタル

医工創製学コース、東京女子医科大学バイオ・メディカルカリキュラムなどがある。

また自治体が産業振興の一環としてバイオマテリアルを取り上げるプロジェクトもあ

り、関西イノベーション国際戦略特区、つくば国際戦略総合特区、東九州メディカル

バレー構想特区などがある。 

 

３ バイオマテリアル界面科学の構築 

(1) 指針と実施内容 

本報告で提案する内容を図２及び図３にまとめる。本報告では、「バイオマテリアル

界面科学」を、界面反応データの収集と蓄積により界面現象にアプローチする「バイ

オマテリアル DX」、材料相と生物相との界面現象をナノメートルからミリメートルのレ

ベルの空間的階層性をもって、またミリ秒から年の時間的階層性をもって解明する

「材料－生体反応科学」、これらと並行して生体適合表面・生体機能表面をデザインす

る「表面創出科学」について、これらの研究を深化させ、統合するための方策、必要

性、意義についてまとめる。さらに、「表面創出科学」については、分子と固体とでは
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取扱が大きく異なるため、分子科学を中心としてソフトマテリアルを対象とする「分

子科学表面機能創出」及び固体材料を中心としてハードマテリアルを扱うハードマテ

リアルを対象とする「固体表面機能創出」に分けて考え、各項目の科学を深化させ、

これらを統合して「バイオマテリアル界面科学」を構築する方策についてまとめる。 

「バイオマテリアル DX」においては、バイオマテリアルデータベースの構築・蓄積、

データベースの教師データとしての活用と深層学習など AI 等との融合を実施する。生

体に埋植されたマテリアルと生体組織との界面では、タンパク質吸着、細胞接着、組

織形成などの生体反応が進行し、それが材料の抗血栓性、抗菌性、安全性、骨結合性

などのバイオマテリアルの生体機能を左右する。そこで世界初の「非生物マテリアル

－生体組織界面反応データベースの構築」に取り組む。具体的には、マテリアルと生

体との界面反応、すなわちマテリアルの表面組成・構造に依存するタンパク質吸着、

細胞接着、組織形成とそれによるマテリアル表面の変化に関する研究論文を網羅解析

し、生体反応やマテリアルの生体機能毎にカテゴリ分類してサーバに蓄積する。これ

までの研究では不明の反応・疑義のある文献情報については追試を行い、また不足し

ている情報については細胞や動物を用いた実験によってデータを取得する。これによ

り日本発・世界初の「マテリアル－生体組織界面反応データベース」を構築し、AI に

よるマテリアルの生体機能発現に関する一般的理論・普遍的原理を導出し、汎用的技

術の開発に役立てる（図４）。 

 

 

図２ バイオマテリアル界面科学の背景と実施必要項 
（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 
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「材料－生体反応科学」においては、材料表面における生物学の体系化並びに界面

反応の深化・体系化・総合化を行い、非生物マテリアル－生体組織界面反応の研究に

適した研究インフラを共用システムとして構築・普及させる。蛍光よりも優れた量子

デバイスによる界面計測技術の開発も進める。これは、生体適合性の新たな非侵襲／

低侵襲評価法の開発につながる（図５）。 
「表面創出科学」においては、生体に存在する高度で精緻な分子システムを理解し、

人工系で再現するバイオミメティックス、バイオインスパイアードの考え方を基盤に

生体に馴染む界面をデザインする手法を確立し材料表面の電子・原子／分子結合の人

為的制御による表面創出を可能にし、人工系で創製する。また、生体系の理解を深め

て分子から細胞、組織までの高度な階層系を人工系として取り込む新しい科学を創出

する。具体的には、バイオミメティックス、バイオインスパイアードの考え方を基盤

に、科学を駆使して生体に馴染む界面を人工系で創製するソフトマテリアルを対象と

する「分子科学表面機能創出」（図６） 及び材料表面の電子・原子／分子結合の人為的

制御による表面創出を可能にするハードマテリアルを対象にする「固体表面機能創出」

（図７） によって構成する。 
 

図３ バイオマテリアル界面科学構築のために実施すべき内容 

（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 
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バイオマテリアルの研究人材には多様な知識が必要で、その育成には縦割りの学問

領域では対応できない。本来は大学の学科・専攻から教育体制を考え直す必要があり

医歯薬工連携による新組織が必要であるが、その実現にはまだ相当な時間が掛かる。

その一助となるよう社会人再教育、博士研究員教育を通じて「バイオマテリアル界面

科学」の本質を理解し展開できる人材の養成を図る必要がある。例えば、バイオマテ

リアル士のような国家資格あるいは認定制度制定が必要であろう。 

 

 

図４ バイオマテリアル DXにおいて実施すべき内容 
（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 

 

• 日本発・世界初のマテリアル－生体組織界面反応データベースの構築
• （AIによる）マテリアルの生体機能発現に関する一般的理論・普遍的原理の導出と汎用的技術の開発

• マテリアル－生体組織界面反応の研究に適した研究インフラの共用システムの構築

生物実験データ取得

キーワード検索・AI検索
(biomaterial, interface, protein, cell…)

教科書、学会プロシーディングス、解説・総説、原著論文

バイオマテリアルDX

本構想
参画機関

AIによるデータ検証
データセットの策定
データ間の整合性

データベース利用者からのフィードバックによる
登録データの正当性検討およびデータの更新

データ検証用データ
ベースの提供

データベース
拠点

文献データ

研究者所蔵・WEB・出版社・図書館等

不明の反応・疑義のある文献情報

研究実施グループ（東医歯大・産総研・
NIMS）による実験でデータを確認

データセットの提案

国内外の研究者による
信頼性の高いデータ取得

データフィードバック

「マテリアル－生体組織界面反応データベース」の構築

国産医療デバイス開発の振興新バイオマテリアル設計指針の獲得 健康生活補助産業の創成
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図５ 材料－生体反応科学の構成 

（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 

 

図６ 分子科学表面機能創出の構成 

（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 
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図７ 固体表面機能創出の構成 

（出典）材料工学委員会バイオマテリアル分科会にて作成 

 

(2) 実施体制の構築 

「バイオマテリアル界面科学」を実施するためには、中核および連携拠点に整備す

る研究設備及び既存設備を、参画研究者のみならず関連分野研究者に開放して共同利

用可能にし、全国共同利用へ展開することが必須である。また、研究情報の交換、研

究会・シンポジウムの開催により研究ネットワークを整備することも必要である。 

日本学術会議においては、医学・歯学・薬学・生命科学からのアプローチについて

は基礎医学委員会・臨床医学委員会・歯学委員会・薬学委員会の協力が期待でき、医

歯学・生命科学と協働した理工学からのアプローチについては材料工学委員会・化学

委員会・機械工学委員会・電気電子工学委員会の協力が期待できる。 

学協会においては、日本バイオマテリアル学会、日本歯科理工学会、日本再生医療

学会、日本歯科再生医療学会、日本炎症・再生医学会、日本創傷治癒学会、日本分子

イメージング学会、日本薬学会、日本薬剤学会、日本 DDS学会、日本人工臓器学会、日

本金属学会、日本セラミックス協会、高分子学会、繊維学会、日本 MRS、日本機械学会、

電子情報通信学会、日本骨代謝学会、日本整形外科学会、日本補綴歯科学会、日本消

化器学会、日本形成外科学会、日本獣医学会などでのシンポジウム開催によって当該

研究分野への参画を促すなど、研究者人口を増やす工夫が必要である。 
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実際の研究実施のみならず将来を見据えた若手研究人材育成のためのカリキュラム

も実施すべきで、産業界とも連携して広く社会人の専門教育の品質保証と研究技術の

標準化を図る必要がある。 

「バイオマテリアル界面科学」では、医・歯・薬・工・官・産業に亘る連携プラッ

トフォームを基盤として、材料工学における融合分野であるバイオマテリアルの研究

ネットワークの形成を推進する必要がある。全国的ネットワーク構築によってバイオ

マテリアルに関する科学技術を強力に推進し、我が国の材料研究のライフサイエンス

分野における優位性を国際的に先導しつつ、国際競争力ある産業戦略の展開実施を可

能にするとともに、それを通じた当該分野における若手人材の育成と自立を図ること

が肝要である。また、様々なステークホルダーとの対話を通じて、オープンサイエン

スに基づいた社会との協働にも取り組むことは必須である。 

 

(3) 国際協力 

「バイオマテリアル界面科学」では、当該分野での最先端研究を先導するとともに、

学術的深淵と社会的広範とを複眼的に見据えながら戦略的に研究を推進する若手人材

を育成するために、国際的な協力・共同体制が重要である。一方で、本構想の概念は

斬新であり熾烈な国際競争での優位性を獲得するためには、研究組織及び研究体制が

整い、ある程度の成果を挙げ、我が国の優位性を確保した上でバイオマテリアル教育

改革・ダイバーシティーを考慮した若手人材育成を国際共同で進める必要がある。日

本は、バイオマテリアルの基盤研究及び新規材料開発において、世界を圧倒しており、

本構想のバイオマテリアル界面科学では中心的な取りまとめ役として、国際共同研究

を実施していくことができる。 

連携について協議あるいは研究者派遣によってこれまでにも国際共同研究体制の構

築に向けて海外の研究機関と意見交換してきた。、例えば、ハーバード大学、マサチュ

ーセッツ工科大学、カリフォルニア州立大学、ワシントン州立大学、ユタ州立大学、

ケースウェスタンリザーブ大学、クリーブランドクリニック、クレムソン大学、ケン

ブリッジ大学、インペリアルカレッジロンドン、ラドバウド大学、スイス連邦工科大

学、カロリンスカ研究所、ナイメーヘン大学、シンガポール国立大学、ソウル国立大

学などである。共同研究実績を基盤に、バイオマテリアルおよびその関連分野で世界

トップの研究機関と、連携していくことができる。 
 

４ 意義と効果 

(1) 学術的意義 

「バイオマテリアル界面科学」では、界面反応の解明を第一義とし、金属・無機・

有機材料及び分子の表面と体液・軟組織・硬組織との界面を対象として、これらの材

料と生体組織との反応を横断的に捉え直し、非生物相である固体と生物相との界面で

起こる現象を科学する新学術を提案するものである。 
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固体表面での水分子の吸着から生体組織形成までの反応を、感染・炎症などの生体

反応を包含して明らかにするためには、界面で起こるシグナル伝達を含む生物学的現

象解明が必要である。現象解明には、表面科学、材料科学、分子生物学、細胞生物学、

細菌学、免疫学の知識が必要である。また、問題解決には、生体材料学、生体医工学、

医学、歯学の知識が必要であり、これらの研究者の共同研究により、多分野にまたが

る新たな研究領域を創成し、既存分野を凌駕する新分野まで展開することができる。 
「バイオマテリアル界面科学」の構築により、感染・炎症までを包含する界面現象

の解明とその理論の一般化、生体材料における生体適合性の新たな概念及び定義の構

築、これによって可能となる生体機能表面の創出が期待できる。この実現は、非生物

相である固体材料と生物相との共存に関わる広範囲に及ぶ学理全体の発展を促すもの

となる。また、本研究の推進過程及び完成後には、広義の非生物－生物共存の科学へ

の貢献、表面科学・工学への貢献、医歯薬学の革新が期待できる。究極的には、体内

の人工物の界面反応に新たな科学的根拠を与える新学問分野の創成を促し、多くの研

究に派生することによってその学術領域を拡充するものと期待できる。この実現は、

地球上で広範囲に存在する「非生物－生物間の界面反応」を規定する学理の礎となり、

非生物－生物界面が存在する全ての環境・公衆衛生・感染症問題への応用展開が可能

となる。 

 

(2) 分野融合に対する効果 

「バイオマテリアル界面科学」は主として「理学・工学」と「生命科学」との融合領

域に含まれる。その骨格となるバイオマテリアル自体が、人工臓器学、再生医療学な

どと密接に関係し、その基盤となる材料科学・工学（金属・セラミックス・高分子・

複合材料）、機械工学、電気・電子工学、情報工学に加え、分子生物学、組織学、免疫

学、細胞生物学などの生命科学と密接に関係している。一方、生命科学・臓器研究の

みから人工臓器を構築することはできず、生命科学で得られた情報を利用した理工学

との融合が必要となる。材料表面を、絹、葉のトライコーム、コラーゲン配向などの

生命体に学んでデザインするバイオミメティクスは既に多くの成果を生み出している。

また、臨床医歯学はその出口として密接に関係している。したがって、「バイオマテリ

アル界面科学」構築のためには、これらの学際領域の融合が不可欠であり、これらの

研究者の共同研究により新たな学術分野を創成・展開することができる。 

 

(3) 国内外の研究動向に対する位置づけと国際的優位性 

従来の生体材料学（バイオマテリアル学）、人工臓器学、再生医療、医学、歯学の分

野においては、本報告の視点は、世界的に見ても完全に欠落した状態で放置され、応

用研究が優先して行われてきた。近年の国策では短期間での実用化が求められている

ため、このような学術は顧みられなかった。非生物固体の表面と生物相の間の界面現

象は、固体表面あるいは生体組織の物理化学・生化学反応によって支配されるため、

その解明は連続的に機能する生体機能界面の創製につながる。これまで、分子レベル
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から細胞・組織レベルまでを包含した界面反応の新しい概念を構築する学術分野は存

在しなかった。これは、世界的にみても同様である。一方、基礎生物学を研究領域と

する研究者の関心は、固体材料との界面反応に向けられることはなく、非生物材料－

生体界面現象に集中して研究を行っている基礎生物学研究者は皆無である。医工連携

の観点からみると、従来の医工連携は医が工の技術を臨床に応用するものであり、こ

こから新しい学理、新学術が生まれることはなかった。 

医療そのものの価値観が、今後 30 年間に、単に疾病を克服するものから人間性の向

上に向き合うものへ変化する。これを実現するための科学・技術は、未だどの国にお

いても確立されていない。ヒューマンフレンドリーな医療機器を提供するためには、

人工材料から生体機能、構造、反応を理解して生み出される科学が求められるが、非

生物材料表面－生物相間の界面現象における分子レベルから細胞・組織レベルまでの

階層を包含した界面反応の新しい概念を構築する学術分野は存在しなかった。日本に

おけるバイオマテリアル研究は、応用、実用化のみを追求するのではなく、基礎研究

を基盤として化学、物理学、生物学、数理科学、材料学、分析科学、医学、薬学など

にまたがる壮大な新しいバイオ界面に関する科学として確立し、またメカニズムを基

礎に立ち返って評価することに特徴がある。すなわち、本構想を実施できる基盤にお

いて我が国は欧米及び新興国よりも一歩先んじている。 
 

(4) 社会的価値 

成熟した長寿社会においては、健康寿命の延伸による豊かな生活の持続が一層重要

となり、これは多くの国民が求めるものであろう。今後 30 年の間に起こる技術革新に

よって医療の目的が「生きがいを保証する楽しむための医療」へと変化する。これを

実現するには、バーチャルホスピタルによる病気や怪我の診断・治療、在宅治療、人

工臓器・組織・器官、遺伝子治療・標的治療、遺伝子から臓器までを生体の仕組みの

理解に基づいて完全に再生する技術などが必要となり、その基盤となるのが「バイオ

マテリアル界面科学」である。 
国の財政再建や税制面からの医療費の削減と国民生活面からの健康寿命の延伸は、

いずれも不可避で喫緊な課題である。新たな医療技術がもたらす物心両面での恩恵は、

財政面でも健康推進面でも計り知れないものがある。本構想によって蓄積され、デー

タベース化された知識と技術を産業界と連携して活用することで医療関連産業のさら

なる振興と国際競争力の増進をもたらすものと期待される。 
経済安全保障の強化に向け、政府がまとめた「特定重要技術」に関する基本指針の

20 分野には、極超音速と AI に加え、バイオ技術、ゲノム学を含む医療・公衆衛生技術、

先端コンピューティング技術、ロボット工学、先端監視・測位・センサー技術などが

挙がっている[15]。本構想は、人体：医療、工学・素材：バイオ、先端エンジニアリン

グ・製造、先端材料科学、ネットワーク：先端監視・測位・センサー、データ科学・

分析・蓄積、運用に貢献するものである。 
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SDGs においては、３すべての人に健康と福祉を、４質の高い教育をみんなに、５ジ

ェンダー平等を実現しよう、８働きがいも経済成長も、９産業と技術革新の基盤をつ

くろう、12つくる責任つかう責任、の６項目を実現する基盤となり得る。 
 

５ まとめ 

非生物材料表面と生物相間の界面反応を統一的・体系的に理解し、その制御指針を構築

する学術研究「バイオマテリアル界面科学」の構築は、医療機器、人工臓器、人工器官及

び生体機能ゲルや DDS の担体を構成する超分子などの生体適合性と生体機能性の向上のた

めに必須であり、これが、時空間を超越したバーチャルホスピタルによる傷病診断・治療、

在宅治療、人工臓器・遺伝子治療など分子から臓器までを生体の仕組みの理解に基づいて

完全に再生する技術の実現を可能にし、延いては「生きがいをより長く持ち楽しく人生を

全うするための医療」につながる。これらの実現によって蓄積され、データベース化され

た知識と技術を産業界と連携して活用することで医療関連産業のさらなる振興と国際競争

力の増進をもたらすものと期待される。 
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＜用語説明＞ 

バイオインスパイアード 

Bioinspired。生体分子、細胞、またそれらの集合体を含め、生体系を新たな発想の

源とする科学を指す。つまり、生体系から、様々な相互作用、機能、ミクロあるいはマ

クロな構造を抽出し、新しい材料あるいはシステムに組み込むことを意味する。バイオ

インスパイアード材料とは、生体を発想の源とする新しい材料の創製を目指すもの。生

体から発想を得た様々な新しいバイオ材料の研究が行われている。 

 
バイオマテリアル 

 バイオマテリアル（生体材料）とは、医学・歯学分野において、主にヒトの生体に移

植することを目的とした素材のことである。具体的な生体材料としては人工関節や歯科

インプラント、人工骨および人工血管用の素材などが該当する。最近では、予防、診断、

治療の医療行為全般に使用する材料に加えて、生物研究に使用する材料も含む。金属、

セラミックス、高分子のような人工材料のみではなく、生体分子、細胞、組織などの生

体由来材料もバイオマテリアルとして扱う。 

 
バイオマテリアル界面科学 

 医療機器、人工臓器、人工器官などを構成する固体材料（ハードマテリアル）及び生

体機能ゲルや DDS 担体を構成する超分子などのソフトマテリアルの生体適合性と生体機

能性（組織形成能、抗菌性、抗血栓性など）は、非生物材料表面と生物相間の界面反応

の結果として発現する。すなわち、バイオマテリアルの性能を支配する生体適合性や生

体機能性は、材料表面と生体組織との物理化学・生化学反応によって支配される。その

機構解明は連続的に機能する生体機能界面の創製につながる。この分子レベルから細

胞・組織レベルまでを包含した界面反応を統一的・体系的に理解し、その制御指針を構

築しようとする学術研究を、「バイオマテリアル界面科学」と呼ぶ。 

 

バイオミメティックス 

Biomimetics。生体のもつ優れた機能や形状を模倣し、工学・医療分野に応用するこ

と。ハスの葉の撥水効果、サメ肌の流体抵抗の低減効果、ヤモリの指の粘着力などが材

料開発などで実用化されている。生体（生物）模倣技術。生体（生物）模倣科学。 

 
インプラント 

Implant。体内に埋め込む医療機器や材料の総称。心臓ペースメーカー、冠動脈ステン

ト、人工弁、人工関節などの生体内長期埋込医療機器や美容整形の目的で体内に埋め込む

シリコーン材料等はいずれもインプラント。インプラントの素材は、バイオマテリアルで

ある。 
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医療機器 

 薬機法第２条第４項において以下のとおり定義されている。人若しくは動物の疾病の

診断、治療若しくは予防に使用されること、又は人若しくは動物の身体の構造若しくは

機能に影響を及ぼすことが目的とされている機械器具等（再生医療等製品を除く。）で

あって、政令で定めるものをいう。バイオマテリアルも医療機器の一種である。 

 
担体（キャリア） 

高分子材料や無機材料を薬物担体として使用する DDS は、薬物の体内動態を制御して

治療の最適化を目指すものである。薬物の長期安定徐放化を可能にする DDS担体は、バ

イオ医薬品には特に重要である。 

 
非侵襲的 

身体に負担を与えないことを意味し、皮膚や身体の開口部に器具の挿入を必要としな

い手技に対して用いられる。 非侵襲的検査の代表として MRIや CT検査などがある。 ま

た、非侵襲的な治療の一つとして、酸素療法がある。 
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